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障
害
保
健
福
祉
施
策
は
、
平
成

　

年
度
か
ら
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー

１５シ
ョ
ン（
注
１
）の
理
念
に
基
づ
い

て
導
入
さ
れ
た
支
援
費
制
度
に
よ

り
、
飛
躍
的
に
充
実
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
次
の
よ
う
な
問
題
点

が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

①
身
体
障
害
・
知
的
障
害
・
精
神

障
害
と
い
っ
た
障
害
種
別
ご
と

に
縦
割
り
で
サ
ー
ビ
ス
が
提
供

さ
れ
て
お
り
、
施
設
・
事
業
体

系
が
わ
か
り
に
く
く
使
い
に
く

い
こ
と

②
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
が
不
十

分
な
地
方
自
治
体
も
多
く
、
必

要
と
す
る
人
々
す
べ
て
に
サ
ー

ビ
ス
が
行
き
届
い
て
い
な
い

（
地
方
自
治
体
間
の
格
差
が
大

き
い
）
こ
と

③
支
援
費
制
度
に
お
け
る
国
と
地

方
自
治
体
の
費
用
負
担
の
ル
ー

ル
で
は
、
増
え
続
け
る
サ
ー
ビ

ス
利
用
の
た
め
の
財
源
を
確
保

す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と

　

こ
う
し
た
制
度
上
の
課
題
を
解

決
す
る
と
と
も
に
、
障
害
の
あ
る

人
々
が
利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
を

充
実
し
、
一
層
の
推
進
を
図
る
た

め
に
、
障
害
者
自
立
支
援
法
が
制

定
さ
れ
ま
し
た
。

■
障
害
者
自
立
支
援
法
の
ポ
イ

　

ン
ト

①
障
害
の
種
別
（
身
体
障
害
・
知

的
障
害
・
精
神
障
害
）
に
か
か

わ
ら
ず
、
障
害
の
あ
る
人
々
が

必
要
と
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

で
き
る
よ
う
、
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
一
元

化
し
、
施
設
・
事
業
を
再
編

②
障
害
の
あ
る
人
々
に
、
身
近
な

市
町
村
が
責
任
を
も
っ
て
一
元

的
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

③
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
人
々
も

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
量
と
所
得
に

応
じ
た
負
担
を
行
う
と
と
も
に
、

国
と
地
方
自
治
体
が
責
任
を

も
っ
て
費
用
負
担
を
行
う
こ
と

を
ル
ー
ル
化
し
て
財
源
を
確
保

し
、
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
計
画

的
に
充
実

④
就
労
支
援
を
抜
本
的
に
強
化

⑤
支
給
決
定
の
仕
組
み
を
透
明
化
、

明
確
化

障
害
者
自
立
支
援
法
上

　

こ
の
制
度
の
概
要
に
つ
き
ま
し
て
、今
回
と
次
回
広
報（
３

月　

日
発
行
）
と
２
回
に
わ
た
り
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
今
回

２５
は
、「
制
度
整
備
の
背
景
、
全
体
像
、
利
用
者
負
担
の
仕
組
み

に
つ
い
て
」
で
す
。

平
成　

年
４
月
か
ら

１８

　
　

施
行
さ
れ
ま
す

障
害
の
あ
る
人
々
の　

　

自
立
を
支
援
し
ま
す

　
「
障
害
者
自
立
支
援
法
」
が
４
月
か
ら
段
階
的
に
施
行
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
は
、
自
立
支
援
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
ま
で
障
害
種
別
（
身
体
・

知
的
・
精
神
障
害
）
ご
と
に
異
な
る
法
律
に
基
づ
い
て
提
供
さ
れ
て

き
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
公
費
負
担
医
療
等
を
共
通
の
制
度
の
も
と
で

一
元
的
に
提
供
す
る
仕
組
み
を
創
設
す
る
も
の
で
す
。

障
害
者
が
地
域
で
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
社
会
の
実
現

を
目
指
し
ま
す

■障害者自立支援法

主な内容施行期日

介護給付や自立支援医療
（旧精神公費負担医療等）
の利用者負担の見直しに
関する事項

平成１８年
４月１日

障害程度区分認定の
仕組み、新たな施設・
事業体系への移行に
関する事項

平成１８年
１０月１日

障
害
者
自
立
支
援
法
に
よ
る
、
総
合
的
な
自
立
支
援
シ
ス
テ
ム

の
全
体
像
は
、
自
立
支
援
給
付
と
地
域
生
活
支
援
事
業
で
構
成

さ
れ
て
い
ま
す

（注１）ノーマライゼーション…障害者や高齢者など社会的不利を受けやすい人々が、他の人々と同様に
　　　　　　　　　　　　　　生活・活動する社会が本来の姿であるという考え方

■
地
域
生
活
支
援
事
業

　

市
町
村
の
創
意
工
夫
を
図
る
と

と
も
に
、
利
用
者
の
状
況
に
応
じ

て
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支

援
、
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ（
移
動
支
援
）、

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
事

業
が
あ
り
ま
す
。
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利
用
者
負
担
は
、
所
得
に
着
目

し
た
応
能
負
担
か
ら
、
サ
ー
ビ
ス

量
と
所
得
に
着
目
し
た
負
担
の
仕

組
み
（
１
割
の
定
率
負
担
と
所
得

に
応
じ
た
月
額
上
限
の
設
定
）
に

見
直
さ
れ
る
と
と
も
に
、
障
害
種

別
で
異
な
る
食
費
・
光
熱
水
費
等

の
実
費
負
担
も
見
直
さ
れ
、
３
障

害
共
通
し
た
利
用
者
負
担
の
仕
組

み
と
な
り
ま
す
。

　

定
率
負
担
、
実
費
負
担
の
そ
れ

ぞ
れ
に
、
低
所
得
の
方
に
配
慮
し

た
軽
減
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
ま
す
。

利
用
者
負
担
の
仕
組
み
は
こ
う
変
わ
り
ま
す

（
平
成　

年
４
月
か
ら
）

１８

内　　　　　　　　　　　　　　容
利用者負担に関する

配慮措置
番号

　障害福祉サービスの定率負担は、所得に応じて次の４区分の月額負担上限
額が設定され、１カ月に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担
は生じません。

利用者負担の月額上限額
設定（所得段階別）■１ 

月額負担上限額世帯の収入状況区　分

－生活保護受給世帯生活保護

１５，０００円
市町村民税非課税世帯で、サービスを利用する
本人の収入が８０万円以下の方

低所得１

２４，６００円

市町村民税非課税世帯
例）３人世帯で障害基礎年金１級受給の場合、
　　おおむね３００万円以下の収入
例）単身世帯で障害基礎年金以外の収入が
　　おおむね１２５万円以下の収入

低所得２

３７，２００円市町村民税課税世帯一　　般

　なお、所得を判断する際の世帯の範囲は、住民基本台帳での世帯が原則で
すが、住民票で同じ世帯となっていても税制と医療保険で被扶養者でなけれ
ば、障害のある方とその配偶者を別世帯の扱いとすることができます。

　入所施設、グループホームを利用する場合、さらに個別減免があります。個別減免■２ 
　社会福祉法人等の提供するサービスを利用する場合、1つの事業所での月額
負担上限額は半額になります。

社会福祉法人が利用者負
担軽減措置を行った場合
の公費助成（経過措置）

■３ 

　同じ世帯の中で複数の方がサービスを利用しても、月額負担上限額は同じ
です。

高額障害福祉サービス費
（世帯での所得段階別負
担上限）

■４ 

　食費等実費負担についても、軽減措置が講じられます。

補足給付（食費・高熱水
費負担を軽減）

■５ 
■６ 

食費の人件費支給による
軽減措置（３年間）■７ 

　生活保護への移行防止策が講じられます。
生活保護への移行防止
（負担上限額を下げる）■８ 

※低所得者の方に配慮した軽減策については種類が多いため省略しています。詳細についてはお問い合わせください。
　《問合せ》社会福祉課障害福祉係�２４－７０３３　ＦＡＸ ２４－４５１６、各総合支所健康福祉課


